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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、社会的自立を中心軸におき経済的自立や人格的自律を目指す実践
を実証的に分析し、問題の改善に役立つプログラム、方法を追求することだった。
　このため「釧路モデル」と呼ばれた「中間的就労」と韓国の国民基礎生活保障法における自活事業という就労
支援について調査を実施した。「中間的就労」は、ボランティアやインターシップという形態で社会的自立を目
指す実践だった。自活事業は、困窮者を排除することなく最低生活保障を行う実践だった。
　これらの調査をもとに多様な自立への取り組み手法を提起した。

研究成果の概要（英文）：　The purpose of this study was to empirically analyze practices aimed at 
economic independence and personal autonomy with social independence as the central axis, and to 
pursue programs and methods that are useful for improving problems. 
　For this reason, we conducted a survey on employment support called "intermediate employment" 
called the "Kushiro model" and self-support projects under the Korean Basic Livelihood Security Law.
　The "intermediate employment" implemented by Kushiro City was a practice aimed at social 
independence in the form of volunteers and internships while using public welfare."Intermediate 
employment" was a practice aimed at social independence in the form of volunteering and internships.
 Self-sufficiency was the practice of guaranteeing a minimum livelihood without excluding the needy.
　Based on these surveys, we proposed various methods for self-reliance.

研究分野： 公的扶助
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義としては、生活保護行政における政策と現場実践の対峙の歴史をたどり、第4次「適正
化」政策と、多様な自立を目指す現場実践の実態を明らかにしたことである。この研究における社会的意義は、
困窮状態に陥り、自信を失い、希望を持てない人などに対して、自らの人生を切り開くことを可能にする多様な
自立への支援手法を「公的扶助と自立論-最低生活保障に取り組む現場実践から」（明石書店）などにより提示
したことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

本研究の学術的背景には、長期にわたる貧困をどのように解決していくのか、対象者への

支援をどのようにするのか、支援体制をどのように強化するのか、社会へどのような見直し

を迫るのか、というこれまで積み上げられてきた社会福祉実践に根ざした問題意識がある。 

例えば、現代社会においては「相模原障害者施設殺傷事件」に象徴されるような福祉給付

を利用する者を「税金の無駄」として切り捨てるような事象を目にすることができる。なか

でも身体にハンディキャップがないにもかかわらず、「働かず、福祉給付に頼る生活困窮者」

への批判はたいへん厳しいものがある。 

このため本研究課題の核心をなす学術的「問い」は、福祉給付に就労強制を伴うというワ

ークフェア政策が実施されている下で、長期にわたる貧困者、生活困窮者が自信を持ち、主

体的に社会で生きるための支援に何が必要かということである。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、新たに社会との関係性を築くという社会的自立を中心軸におき経済的

自立や人格的自律を目指す実践を実証的に分析し、問題の改善に役立つプログラム、方法を

追求することにある。この研究によって長期的な生活困窮状態により自信 を失った人、希

望を持てない人などが、福祉給付を受けながら希望を持って生きること、主体的に自らの人

生を切り開くことを可能にする社会的自立支援を構築していきたいと考えるからである。  

このため「釧路モデル」に代表される「中間的就労」と韓国の国民基礎生活保障法におけ

る自活事業の発展可能性を探る。なぜなら「釧路モデル」は、生活保護を利用しながらボラ

ンティアやインターシップという形態で社会的自立を目指すからである。 

また、韓国の自活事業は、同じ厳しいワークフェア政策という環境下、すべての生活困窮

者に所得保障を提供しながら社会的自立への支援を実施していると考えたからである。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、５年間で実施した。１年目には、調査チームを立ち上げこれまでの研究蓄積で

得た知見をもとに、現代の日韓両国における自立支援研究の到達点と課題を確認した。そし

て、この研究課題をもとに研究の枠組み、自治体、NPO 法人、支援者、当事者などへの調査

計画などを作成した。作成した調査計画については、「神戸親和女子大学研究倫理審査委員

会」において倫理審査を受け、承認を得た。２年目には、これらの調整を経た後、正式に自

治体、NPO 法人、社会的企業などの関係機関に協力を依頼し、プレ調査などを実施した。２

０１９年１２月頃から始まったコロナウイルス感染症の流行により予定していた韓国調査

を中止することとなった。そして、以後、３年間は韓国への調査は実施できなかった。この

ため３年目には、社会政策学会で「生活保護制度における自立と自助についての政策動向の

歴史的変遷」、社会福祉学会で「保護第四次『適正化』期における就労支援を考える－有期



保護、金銭給付プログラム、インセンティブ就労を題材として」などを発表した。４年目に

は、これまでの研究蓄積をまとめ「公的扶助と自立論－最低生活保障に取り組む現場実践か

ら－」を明石書店から出版した。ここでは、日韓両国における支援方法の共通点と相違点を

まとめる。さらに、その結果を分析・評価し、社会的自立を目指す支援プログラムとして提

起した。最終年度である５年目の２０２３年２月、韓国調査としてソウル市役所、釜山市役

所、韓国自活福祉開発院、仁川広域自活センターなどの公的機関の他、貧困社会連帯、参与

連帯など生活困窮者を支援する市民団体への聞き取り調査を実施した。国民基礎生活保障

法における金銭給付を総合給付から単独給付に変更するカスタマイズ改革について、利用

者に与える影響などを聞き取り調査し、その内容を「社会福祉原論研究会」、「現場実践の理

論化に取り組む研究会」などで発表した。 

 

４．研究成果 

 本研究の目的は、社会的自立を中心軸におき経済的自立や人格的自律を目指す実践を実

証的に分析し、問題の改善に役立つプログラム、方法を追求することだった。このため「釧

路モデル」と呼ばれた「中間的就労」と韓国の国民基礎生活保障法における自活事業という

就労支援について調査を実施した。釧路市が実施した「中間的就労」は、生活保護を利用し

ながらボランティアやインターシップという形態で社会的自立を目指す実践だった。また、

韓国の自活事業は、日本と同じく厳しいワークフェア政策の下で、困窮者を排除することな

く最低生活保障を行う実践だった。これらの取り組みをもとに「公的扶助と自立論－最低生

活保障に取り組む現場実践から－」（明石書店）を出版し、社会的自立への取り組み手法を

提起した。 
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